


連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 １．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社  

連結子会社の数       11社 

 連結子会社の名称  ㈱ホテルクレスト札幌、常磐パッケージ㈱、いわき紙器㈱、㈱ジェイ・アイ・ 

ピー、常磐プラスチック工業㈱、㈱常磐製作所、常磐興産ピーシー㈱、㈱テ

クノ・クレスト、㈱ＪＫリアルエステート、㈱クレストコーポレーション、

常磐港運㈱ 

  なお、㈱常磐エンジニアリングは株式併合、増減資により持分が減少したた

め、また、常磐メンテック㈱は平成 19年 3月 23日に清算結了したため、連

結の範囲から除外しております。                

 (2) 非連結子会社 

 非連結子会社の数 3社 

 非連結子会社の名称       ㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱クレストヒルズ、㈱ジェイ・ケイ・

インフォメーション 

   (3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は

小規模であり連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社 

 持分法適用関連会社数 2社 

 持分法適用関連会社の名称  常磐湯本温泉㈱、小名浜海陸運送㈱ 

                 なお、小名浜海陸運送㈱は、営業上の取引が増加した結果、実質的に重要な

影響を与えると判断したため、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含め

ております。 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社３社はそれぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。 

     (3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

     イ  有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 時価のあるもの ････････････････ 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

                        （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

               時価のないもの ････････････････････････････････ 総平均法による原価法 
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ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     販売用不動産及び未成工事支出金････････････････････････････････････個別法による原価法 

上記以外のたな卸資産････････････････････････････････････主として総平均法による原価法 

                                       （一部移動平均法による原価法） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 紙製容器の製造設備及び主な連結子会社の資産は定率法（ただし、平成 10 年４月

以降取得した建物（附属設備は除く）については定額法）を採用し、スパリゾート

ハワイアンズの施設、プレストレスト・コンクリート及びその他のコンクリート二

次製品の製造設備、ゴルフ事業資産並びに一部の連結子会社の資産は定額法を採用

しております。 

無 形 固 定 資 産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3)重要な繰延資産の処理方法  

社 債 発 行 費    社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却しております。なお、前連結会

計年度以前に発行した社債に係る社債発行費は、償還期限内または旧商法施行規則

に規定する最長期間（3年）のいずれか短い期間で均等償却しております。 

(4)重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。 

工事損失引当 金    受注工事の損失に備えるため、手持工事のうち損失が発生すると見込まれ、かつ、 

当該損失額を合理的に見積もることが可能な工事について損失見込額を計上して

おります。 

退職給付引当 金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込み額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額

を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として 10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上しております。 

環境対策引当 金 ｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法｣によって処

理することが義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用

見込額を計上しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

(6) 重要な収益の認識基準 

ＰＣ事業の請負工事の収益認識基準として、工事完成基準を採用しておりますが、一定規模をこえる長期請

負工事（工期１年以上、請負金額１億円以上）については、工事進行基準を適用しております。 
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(7) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(8) 重要なヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しております。 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

ロ 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行なっております。 

なお、僅少なものに限り一括償却しております。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5号 平成 17年 12月 9日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第 8 号 平成 17 年 12

月 9日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、14,871百万円であります。 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当連結会計年度より｢繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い｣(実務対応報告第19号 平成 18年 8月 11日)を適用

しております。この結果、従来の方法によった場合と比べて、経常利益は 15 百万円増加し、税金等調整前当期純損失

は 15百万円減少しております。 

 

表示方法の変更 
（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、当連結会計年度から、「負ののれん」と表示

しております 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたものは、当連結会計年度から、「負ののれん償

却額」と表示しております。 
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 注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります 

   投資有価証券           158百万円 

１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります 

   投資有価証券           364百万円 

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産 

(1)担保資産 担保資産 

建物         11,011百万円（ 9,576百万円） 建物         10,220百万円（ 9,209百万円） 

       構築物        3,278   （ 3,278   ）        構築物        3,344   （ 3,344   ） 

機械装置      61      （    61   ） 土地         19,061       

土地         20,364      （   793      ） 有価証券       9 

有価証券      35 投資有価証券  5,985 

投資有価証券  5,298    計   38,622      （12,554      ） 

   計   40,048      （13,710      ）  

    

担保付債務 担保付債務 

      短期借入金及び長期借入金       短期借入金及び長期借入金 

19,462百万円（12,244百万円） 21,493百万円（15,138百万円） 

      買掛金          27       買掛金          46 

        計         19,489      （12,244      ）            計         21,540      （15,138      ）    

  

上記のうち（ ）内書は観光施設財団抵当及び工場財

団抵当並びに当該債務を示しております。 

上記のうち（ ）内書は観光施設財団抵当並びに当該

債務を示しております。 

    (2)短期借入金及び長期借入金2,130百万円は未特定物

件担保留保条項が付されております。 

     

３．受取手形割引高        592百万円 ３．受取手形割引高        559百万円 

４．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号及び平成13年６月29日公布法律第94号）に

基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差

額金」を資本の部に計上しております。 

４．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号及び平成13年６月29日公布法律第94号）に

基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差

額金」を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

政令第119号及び平成11年３月31日公布政令第125号）

第２条第５号に定める鑑定評価、及びその他の土地に

ついては第４号に定める地価税の計算により算定した

価額に合理的な調整を行って算定しております。 

   再評価実施日    平成14年3月31日 

再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

政令第119号及び平成11年３月31日公布政令第125号）

第２条第５号に定める鑑定評価、及びその他の土地に

ついては第４号に定める地価税の計算により算定した

価額に合理的な調整を行って算定しております。 

   再評価実施日    平成14年3月31日 

 
  再評価を行った土地    

  の期末における時価 

  と再評価後の帳簿価 

額との差額               △ 0百万円 
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前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

 ５．当社の発行済株式総数は、普通株式72,481,912株で

あります。 

 ５．当社の発行済株式総数は、普通株式72,481,912株で

あります。 

 ６．当社が保有する自己株式数は、普通株式407,162株

であります。 

 ６．当社が保有する自己株式数は、普通株式417,771株

であります。 

７．        ────── ７．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。 

  なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が連結会計年度末の残高に

含まれております。 

       受取手形  50百万円 

       支払手形  275 

 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 
(1)販売費 

運賃諸掛      324百万円 

給与賃金      884 

賞与引当金繰入額 96 

広告宣伝費      541 

減価償却費       25 

誘客費      601 

貸倒引当金繰入額       26 
 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 
(1)販売費 

運賃諸掛      357百万円 

給与賃金      782 

賞与引当金繰入額 89 

広告宣伝費      534 

減価償却費       32 

誘客費      627 

        
  (2)一般管理費 

給与賃金     311百万円 

賞与引当金繰入額      40 

 (2)一般管理費 

給与賃金     299百万円 

賞与引当金繰入額      36 

２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

建物売却益           313百万円 

土地売却益                 3,751 

２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

建物売却益            26百万円 

構築物売却益                  20   

工具器具備品売却益       9                    

土地売却益                   174 

３．固定資産売却損の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

建物売却損                     6百万円 

土地売却損                    12百万円 

３．       ────── 
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前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

４．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

  建物除却損            22百万円 

構築物除却損           33 

機械装置除却損            20 

工具器具備品除却損          25 

４．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

  建物除却損            187百万円 

構築物除却損           61 

機械装置除却損            36 

工具器具備品除却損          36 

５．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。 

５．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。 

 

用途 場所 種類 
減損損失

(百万円)

ホテル 北海道 

札幌市 
建物 200

賃貸不動産

及び遊休資

産 

福島県いわ

き市、茨城

県北茨城市 

土地 317

賃貸不動産 

 

東京都中央

区 、 荒 川

区、立川市 

土地及び

建物 
572

 

用途 場所 種類 
減損損失

(百万円)

製造関連事

業における

いわき工場

福島県 

いわき市 

土地建物

構築物及

び機械装

置等 

151

建設・土木

業における

いわき工場

福島県 

いわき市 

土地建物

構築物及

び機械装

置 

591

賃貸不動産

及び遊休資

産 

福島県いわ

き市、千葉

県市川市 

土地建物

及び無形

固定資産 

141

その他の事

業における

事業所 

福島県 

いわき市 

土地及び

建物 
118

当社グループは、事業用資産については事業部門及び

エリア別の単位にて、賃貸不動産及び遊休資産について

は個々の物件単位でグルーピングを行なっております。 

 札幌のホテル事業においては、経営環境の悪化により

当初想定していた収益を見込めなくなったため、賃貸不

動産及び遊休資産においては、近年の継続的な地価の下

落に伴い、市場価格が帳簿価額に対して著しく下落した

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（1,091百万円）として特別損失に計上して

おります。その内訳は、建物571百万円、土地520百万円

であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定士による不動産鑑定

評価額（ただし、重要性の低い物件は固定資産税評価額

を基礎にした価額等）により算定しております。 

当社グループは、事業用資産については事業部門及び

エリア別の単位にて、賃貸不動産及び遊休資産について

は個々の物件単位でグルーピングを行なっております。

製造関連事業においては、製造設備が事業の用に供し

なくなったため、建設・土木業においては、経営環境の

悪化により継続して営業損失を計上する見込みとなった

ため、賃貸不動産及び遊休資産においては、近年の継続

的な地価の下落に伴い、市場価格が帳簿価額に対して著

しく下落したため、その他の事業においては、事業所の

集約により、事業の用に共しなくなったため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,003百万円）として特別損失に計上しております。そ

の内訳は、建物373百万円、構築物27百万円、機械装置等

52百万円、土地500百万円、無形固定資産48百万円であり

ます。 

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定士による不動産鑑定

評価額（ただし、重要性の低い物件は固定資産税評価額

を基礎にした価額等）により算定しております。 
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(連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                         

 

株式の種類 

 

前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加 

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

発行済株式     

 普通株式 72,481 － － 72,481 

合計 72,481 － － 72,481 

自己株式     

普通株式（注） 407 10 － 417 

合計 407 10 － 417 

（注） 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 

 

 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 3,716百万円 

預入期間が３か月を超える定
期預金 

△ 19 

現金及び現金同等物 3,697 
 

  
現金及び預金勘定 3,542百万円 

預入期間が３か月を超える定
期預金 

△ 6  

現金及び現金同等物 3,535 
 

(2) 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳 

 ㈱茨城サービスエンジニアリング 

(2)        ─────── 

 
流動資産 956百万円 

固定資産 470 

        1,427 
 

 

 
流動負債        1,118 

固定負債           88 

        1,207 
 

 

(3)        ─────── (3) 持分比率の低下により連結除外となった会社の資産

及び負債の主な内訳 

 ㈱常磐エンジニアリング 
  

流動資産 1,081百万円 

固定資産 349 

        1,430 
   
流動負債        1,193 

固定負債          204 

        1,398 
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リース取引の注記

１．　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(百万円未満切捨表示)

取得価額相
当額

減価償却累
計額相当額

期末残高相
当額
取得価額相
当額

減価償却累
計額相当額

期末残高相
当額

機械装置及び運搬具 1,340 889 450 1,203 806 397

工具、器具及び備品 239 136 103 173 100 73

そ の 他 170 83 86 173 88 85

合 計 1,750 1,109 640 1,551 994 556

　　（２） 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 226 百万円 217 百万円
１ 年 超 434 百万円 355 百万円

合　　計 660 百万円 572 百万円

　　（３） 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 322 百万円 251 百万円

減価償却費相当額 303 百万円 235 百万円

支 払 利 息 相 当 額 16 百万円 12 百万円

　　（４） 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

　　（５） 利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　　重要なオペレーティング・リース取引はありません。

　（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

（平成19年3月31日現在）（平成18年3月31日現在）
当連結会計年度前連結会計年度

当連結会計年度前連結会計年度

当連結会計年度前連結会計年度
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前連結会計年度　(平成18年３月31日現在)

1.その他有価証券で時価のあるもの (百万円未満切捨表示)
連結貸借対照表
計 上 額

(1)株式 2,778 9,255 6,477
(2)債券
　①国債・地方債等 － － －
　②社債 － － －
　③その他 － － －
(3)その他 － － －
小　　　計 2,778 9,255 6,477

(1)株式 14 10 △ 3
(2)債券
　①国債・地方債等 65 64 △ 0
　②社債 － － －
　③その他 － － －
(3)その他 － － －
小　　　計 79 75 △ 3

2,858 9,331 6,473

2.当連結会計年度中に売却したその他有価証券
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

20 10 －

3.時価のない主な有価証券の内容 
連結貸借対照表
計 上 額

その他有価証券
　　非上場株式 576
合　　　計 576

4.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

１.債券
　(1)国債・地方債等 54 9 － －
　(2)社債 － － － －
　(3)その他 － － － －
２.その他 － － － －
合　　　計 54 9 － －

10 年 超

種 類 差　額

合　　　計

１ 年 以 内 １年超５年以内

有　　価　　証　　券

５年超 10年以内

取得原価

摘　　　要

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
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当連結会計年度　(平成19年３月31日現在)

1.その他有価証券で時価のあるもの (百万円未満切捨表示)
連結貸借対照表
計 上 額

(1)株式 2,536 7,682 5,145
(2)債券
　①国債・地方債等 － － －
　②社債 － － －
　③その他 － － －
(3)その他 － － －
小　　　計 2,536 7,682 5,145

(1)株式 235 214 △ 20
(2)債券
　①国債・地方債等 10 9 △ 0
　②社債 － － －
　③その他 － － －
(3)その他 － － －
小　　　計 245 224 △ 20

2,782 7,907 5,124

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて６百万円減損処理を行っております。

2.当連結会計年度中に売却したその他有価証券
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

44 24 0

3.時価のない主な有価証券の内容 
連結貸借対照表
計 上 額

その他有価証券
　　非上場株式 557
合　　　計 557

4.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

１.債券
　(1)国債・地方債等 9 － － －
　(2)社債 － － － －
　(3)その他 － － － －
２.その他 － － － －
合　　　計 9 － － －

有　　価　　証　　券

５年超 10年以内

取得原価

摘　　　要

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

10 年 超

種 類 差　額

合　　　計

１ 年 以 内 １年超５年以内
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び主要な連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ており、一部の連結子会社は中小企業退職金共済制度を採用しております。また、従業員の退職等に際し

て割増退職金を支払う場合があります。 

 従来、当社グループは共同で適格退職年金制度を設立しておりましたが、平成12年４月に共同委託を変

更し、年金資産を加入各社に配分することにより、各社は各々自社の実情にあった新たな年金制度を単独

または共同で設立いたしました。 

 当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で適格退職年金制度については８社（年金の共同委託

契約の重複分を控除後の年金の数は６年金）が採用しており、中小企業退職金共済制度は３社、退職一時

金制度は１社となっております。 

 

２．退職給付債務及びその内訳 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

（百万円） （百万円） 
  
(1) 退職給付債務 △1,658

(2) 年金資産 1,758

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) 99

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 －

(5) 未認識数理計算上の差異 △57

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額） －

(7）連結貸借対照表計上額純額 
(3)＋(4)＋(5)＋(6) 42

(8) 前払年金費用 192

(9) 退職給付引当金(7)－(8) △149
  

  
(1) 退職給付債務 △1,486

(2) 年金資産 1,438

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △48

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 －

(5) 未認識数理計算上の差異 △73

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額） －

(7）連結貸借対照表計上額純額 
(3)＋(4)＋(5)＋(6) △122

(8) 前払年金費用 20

(9) 退職給付引当金(7)－(8) △142
  

 （注） 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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３．退職給付費用の内訳 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（百万円） （百万円） 
  
退職給付費用 122

(1) 勤務費用 66

(2) 利息費用 22

(3) 期待運用収益（減算） 16

(4) 過去勤務債務の費用処理額 －

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 30

(6) 会計処理基準変更時差異の費用処理額 －

(7) 臨時に支払った割増退職金 19
  

  
退職給付費用 95

(1) 勤務費用 81

(2) 利息費用 22

(3) 期待運用収益（減算） 20

(4) 過去勤務債務の費用処理額 －

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 △10

(6) 会計処理基準変更時差異の費用処理額 －

(7) 臨時に支払った割増退職金 22
  

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(1)勤務費用に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

  
(1) 割引率 2.0％ 

(2) 期待運用収益率 1.5％ 

(3) 退職給付見込額の期
間分配方法 

期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の額の
処理年数 

－ 

(5) 数理計算上の差異の
処理年数 

主として10年（各連結会計

年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。） 

(6) 会計基準変更時差異
の処理年数 － 

  

  
(1) 割引率 2.0％ 

(2) 期待運用収益率 1.5％ 

(3) 退職給付見込額の期
間分配方法 

期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の額の
処理年数 

－ 

(5) 数理計算上の差異の
処理年数 

主として10年（各連結会計

年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。） 

(6）会計基準変更時差異
の処理年数 － 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 当連結会計年度

( 自　平成17年４月 １日至　平成18年３月31日 ) ( 自　平成18年４月 １日至　平成19年３月31日 )

１． １．

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産 繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 384 貸倒引当金損金算入限度超過額 375
賞与引当金繰入額 185 賞与引当金繰入額 177
投資有価証券評価損 263 投資有価証券評価損 444
退職給付引当金繰入額 61 退職給付引当金繰入額 58
役員退職慰労引当金繰入額 106 役員退職慰労引当金繰入額 88
投資敷金消却額 153 投資敷金消却額 153
差入保証金消却額 69 差入保証金消却額 69
減価償却超過額 186 減価償却超過額 159
ゴルフ会員権評価損 64 ゴルフ会員権評価損 64
減損損失 81 減損損失 231
土地 1,160 土地 973
繰越欠損金 2,008 繰越欠損金 2,184
その他 139 その他 297
繰延税金資産小計 4,865 繰延税金資産小計 5,278
評価性引当額 △ 4,865 評価性引当額 △ 5,278
繰延税金資産合計 － 繰延税金資産合計 －
繰延税金負債 繰延税金負債
前払年金費用 △ 77 前払年金費用 △ 8
その他有価証券評価差額金 △ 2,616 その他有価証券評価差額金 △ 2,011
土地 △ 4,132 土地 △ 3,975
繰延税金負債合計 △ 6,826 繰延税金負債合計 △ 5,995
繰延税金資産(負債)の純額 △ 6,826 繰延税金資産(負債)の純額 △ 5,995

流動資産－ 繰延税金資産 － 流動資産－ 繰延税金資産 －
固定資産－ 繰延税金資産 － 固定資産－ 繰延税金資産 －
流動負債－ 繰延税金負債 － 流動負債－ 繰延税金負債 －
固定負債－ 繰延税金負債 △ 6,826 固定負債－ 繰延税金負債 △ 5,995

２. ２.

法定実効税率 40.4% 税金等調整前当期純損失が計上されているため記載して
（調　整） おりません。

1.4%

△ 0.2%

住民税均等割額 0.7%

75.6%

連結除外に伴う調整額 △ 14.2%
その他 △ 0.0%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 103.6%

交際費等永久に損金に算入されない項
目
受取配当等永久に益金に算入されない
項目

評価性引当による期末繰延税金資産の
減額修正

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の差異の原因となった主な項目別の内訳
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Ⅰ事業の種類別セグメント情報 （単位：百万円未満切捨表示）

建 設 ・
土 木 業

Ⅰ . 売上高及び営業利益

自 至

平 平
成 成
17 18 12,268 8,921 7,057 15,428 1,167 2,354 47,198 ( 1,038 ) 46,160
年 年 10,593 8,479 7,480 15,258 802 2,287 44,900 ( 415 ) 44,485
4 3 1,675 442 △ 422 170 365 67 2,298 ( 623 ) 1,674
月 月 Ⅱ .
1 31
日 日 28,410 6,568 4,437 1,647 11,945 1,273 54,283 12,190 66,474

983 185 61 0 174 34 1,439 7 1,447
200 - - - 890 - 1,091 - 1,091
623 73 26 - 35 40 799 - 799

Ⅰ . 売上高及び営業利益

自 至

平 平
成 成
18 19 12,775 10,413 4,766 17,587 482 2,477 48,503 ( 1,197 ) 47,306
年 年 10,875 9,923 5,731 17,391 419 2,428 46,771 ( 564 ) 46,206
4 3 1,899 490 △ 964 195 62 49 1,732 ( 633 ) 1,099
月 月 Ⅱ .
1 31
日 日 28,111 5,582 4,001 2,434 11,807 1,152 53,089 10,527 63,617

941 182 27 0 29 42 1,223 5 1,228
- 151 591 - 141 118 1,003 - 1,003
803 99 4 - 17 75 1,001 - 1,001

（注） 1. 事業区分の方法

当社の事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点からセグメンテーションしており、その区分は

次のとおりです。

2. 各区分の主な製品等

①観光事業 ｢スパリゾート･ハワイアンズ｣、｢クレストヒルズゴルフ倶楽部｣、

｢ホテルクレスト札幌｣、｢山海館｣

②製造関連事業 ［包装関連］ 大型クラフト紙袋、段ボールケースの製造、プラスチック緩衝材

［機械鉄鋼］ 鋳鋼、鋳物、荷役運搬設備、自動制御機械、鉄鋼原料等

③建設・土木業 ［ＰＣ事業］ プレストレスト・コンクリート工事の設計、施工

プレストレスト・コンクリート製品の製造、建設コンサルタント及び

測量設計

④卸売業 石炭、石油類、その他商品

⑤不動産事業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

⑥その他の事業 運輸、荷役

3.

　
4.

Ⅱ所在地別セグメント情報

Ⅲ

前連結会計年度及び当連結会計年度は海外売上高が連結売上高の10%未満のため記載を省略しております。

関 連 当 事 者 と の 取 引

前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）
　　　記載すべき事項はありません。

当連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）
      記載すべき事項はありません。

47,306

-)

-

( 1,197

14,677 1,142

25 184 1,038

1,197

-2,169 46,160

16,745 366 2,267 47,306

750

)

減 損 損 失

資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

(1) 4,766

セグメント間の内部

(

(1)
売上高

12,254
外部顧客に対する

4

5(2) 841 11523 0

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度613百万円、当
連結会計年度620百万円であり、当社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度12,820百万円、当連結会計
年度11,263百万円であり、その主なものは親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）長期投資資金（投資
有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

海 外 売 上 高

前連結会計年度及び当連結会計年度は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社はないため記載しており
ません。

10,390

売上高又は振替高 210

前

連

結

会

計

年

度

売 上 高

46,160

1,038

(

-( )(2)
売上高又は振替高

当

連

結

会

計

年

度

売 上 高

計
営 業 費 用
営 業 利 益

資 産
減 価 償 却 費

)

資 本 的 支 出

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

観光事業
製造関
連事業

卸売業
不動産
事業

その他の
事業

計
消去又は
全社

連　結

12,769
外部顧客に対する
売上高

8,862 7,052

減 損 損 失

営 業 費 用
営 業 利 益

59

計

13
セグメント間の内部

資 産
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 225円04銭 

１株当たり当期純損失金額 2円15銭 
  

  
１株当たり純資産額 206円37銭 

１株当たり当期純損失金額 8円37銭 
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

きましては、当期純損失を計上したため、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

同 左 

  

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の合計額（百万円） －  14,896  

純資産の部から控除する金額（百万円） －  25  

（うち少数株主持分） (－) (25) 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） －  14,871  

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株） 
－  72,064  

 

 

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（百万円） 154  603  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  －  

普通株式に係る当期純損失（百万円） 154  603  

期中平均株式数（千株） 71,663  72,069  

 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 同 左 
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(1)貸借対照表 (単位:百万円未満切捨表示)
前事業年度 当事業年度
(平成18年3月31日) (平成19年3月31日) 対前期比

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

Ⅰ 5,940 11.1 7,962 15.0 2,021

2,347 2,374 26
385 295 △ 90
1,562 1,998 436
54 9 △ 45
97 73 △ 24
35 32 △ 2
129 114 △ 15
313 430 117
1,020 2,210 1,190
2 429 427
△ 8 △ 6 2

Ⅱ 47,390 88.8 44,994 84.9 △ 2,396

14,584 27.3 13,975 26.4 △ 609

10,386 9,955 △ 431
3,351 3,379 27
405 391 △ 13
7 10 2
270 238 △ 31
162 0 △ 162

33 0.1 33 0.1 0

26 26 ―
6 6 0

32,772 61.4 30,985 58.4 △ 1,786

9,573 8,217 △ 1,356
22,306 21,686 △ 619
20 20 0
312 293 △ 19
2,236 2,552 316
566 412 △ 153

△ 2,244 △ 2,197 47

Ⅲ 23 0.1 67 0.1 44
23 67 44

53,353 100.0 53,024 100.0 △ 329

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物

前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金

貯 蔵 品

資  産  合  計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

％ ％

そ の 他
貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具

関 係 会 社 株 式
出 資 金

長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

差 入 保 証 金

５.個別財務諸表

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

借 地 権

工具、器具及び備品
土 地

期  別    

(資  産  の  部)
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(単位:百万円未満切捨表示)
前事業年度 当事業年度
(平成18年3月31日) (平成19年3月31日) 対前期比

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比

(負  債  の  部)

Ⅰ 18,733 35.1 16,307 30.8 △ 2,425
360 507 147
1,073 1,220 147
14,457 10,927 △ 3,529
1,056 1,152 96
1,127 1,380 252
27 47 19
281 269 △ 12
5 430 425
135 145 9
208 226 18

Ⅱ 19,253 36.1 23,021 43.4 3,767
1,565 2,935 1,370
11,421 14,727 3,306
1,854 1,618 △ 235
4,256 3,544 △ 711
23 33 9
120 149 29
― 12 12
11 ― △ 11

37,986 71.2 39,328 74.2 1,342

(資  本  の  部)

Ⅰ 10,221 19.1 ― ― ―

Ⅱ 1,754 3.3 ― ― ―
1,754 ― ―
0 ― ―
0 ― ―

Ⅲ △ 138 △ 0.3 ― ― ―
45 ― ―
183 ― ―

Ⅳ △ 182 △ 0.3 ― ― ―

Ⅴ 3,774 7.1 ― ― ―

Ⅵ △ 61 △ 0.1 ― ― ―

15,367 28.8 ― ― ―

53,353 100.0 ― ― ―

Ⅰ

１ 資 本 金 ― ― 10,221 19.3 ―

２ 資 本 剰 余 金

― 1,616 ―

― ― 1,616 3.0 ―

３ 利 益 剰 余 金

― △ 1,119 ―

― ― △ 1,119 △ 2.1 ―

４ 自己株式 ― ― △ 63 △ 0.1 ―

― ― 10,653 20.1 ―

Ⅱ
１ その他有価証券評価差額金 ― ― 3,044 5.7 ―
２ 土地再評価差額金 ― ― △ 2 △ 0.0 ―

― ― 3,041 5.7 ―

― ― 13,695 25.8 ― 

― ― 53,024 100.0 ―

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

評 価 差 額 金 等 合 計

負債及び純資産合計

純 資 産 合 計

当 期 未 処 理 損 失

自 己 株 式

環 境 対 策 引 当 金

その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

前 受 金

利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計

評 価 ･ 換 算 差 額 等

資 本 剰 余 金 合 計

預 り 金
賞 与 引 当 金

負 債･資 本 合 計

資 本 金

負 債 合 計

期  別    

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金

未 払 金

％

資 本 合 計

資 本 準 備 金

一 年 以 内 償 還 社 債

社 債

％

そ の 他

利 益 準 備 金

長 期 借 入 金
預 り 保 証 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
自 己 株 式 処 分 差 益

未 払 法 人 税 等
未 払 費 用

固 定 負 債

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

(純　資　産  の  部)

株 主 資 本

その他繰越利益剰余金
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(2)損益計算書 (単位:百万円未満切捨表示)

自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日  

金  額 金  額 百分比

Ⅰ 28,497 100.0 30,362 100.0 1,865

Ⅱ 24,397 85.6 26,425 87.0 2,028

4,099 14.4 3,936 13.0 △ 162

Ⅲ 2,582 9.1 2,493 8.2 △ 89

1,517 5.3 1,443 4.8 △ 73

Ⅳ 170 0.6 200 0.6 29

7 27 19

139 141 1

23 32 8

Ⅴ 1,087 3.8 848 2.8 △ 239

794 623 △ 171

293 225 △ 68

600 2.1 796 2.6 196

Ⅵ 4,224 14.8 91 0.3 △ 4,132

4,044 35 △ 4,008

8 9 0

171 ― △ 171

― 46 46

Ⅶ 2,609 9.1 2,044 6.7 △ 565

93 273 179

1,266 ― △ 1,266

538 645 107

61 1,054 993

512 ― △ 512

― 12 12

137 57 △ 80

△ 143 △ 0.5 △ 99 △ 0.3 44

4,049 14.2 △ 117 △ 0.4 △ 4,167

1,122 ― ―

385 ― ―

183

2,214 7.8 △ 3,370△ 1,156 △ 3.8

△ 5.9

税 引 前 当 期 純 利 益
又 は 税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ )

当 期 未 処 理 損 失

当 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

―

9391,691 △ 3.1

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

システム移行関連費用

環境対策引当金繰入額

関 係 会 社 株 式評 価損

販売費及び一般管理費

関 係 会 社 株 式 売 却 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

前 期 繰 越 利 益

投 資 有 価 証 券売 却益

固 定 資 産 売 却除 却損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

減 損 損 失

関 係 会 社 支 援 損

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

％ ％

そ の 他

経 常 利 益

受 取 配 当 金

当事業年度

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

前事業年度

至 平成18年3月31日

自 平成17年4月 1日

百分比

　　　期　　別

　科　　目

対前期比

―

752
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(3)損失処理計算書及び株主資本等変動計算書

損失処理計算書 (単位:百万円未満切捨表示)

　(当期未処理損失の処理)

Ⅰ　当期未処理損失 183

Ⅱ　損失処理額

　 1.その他資本剰余金から

　　の振替額 0

　 2.利益準備金取崩額 45

　 3.資本準備金取崩額 138 183

Ⅲ　次期繰越損失 －

　(その他資本剰余金の処分)

Ⅰ　その他資本剰余金 0

Ⅱ　その他資本剰余金の

　　 処分額

　 1.当期未処理損失への

　　 振替額

自己株式処分

差益取崩額 0 0

Ⅲ　その他資本剰余金

　　次期繰越額 －

前事業年度

株主総会承認日

(平成18年6月29日）
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株主資本等変動計算書

(単位:百万円未満切捨表示)

その他利益

その他資本 資本剰余金
剰余金

利益剰余金

剰余金 合計 繰越利益 合計
剰余金

平成18年3月31日　残高 10,221 1,754 0 1,754 45 △ 183 △ 138 △ 61 11,775

事業年度中の変動額

　　資本準備金取崩額 △ 138 △ 138 138 138 ― 

　　自己株式処分差益取崩額 △ 0 △ 0 0 0 ― 

　　利益準備金取崩額 △ 45 45 ― ― 

　　当期純損失 △ 939 △ 939 △ 939

　　自己株式の取得 △ 1 △ 1

　　土地再評価差額金取崩額 △ 180 △ 180 △ 180

　　株主資本以外の項目の

　　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― △ 138 △ 0 △ 138 △ 45 △ 936 △ 981 △ 1 △ 1,121

平成19年3月31日　残高 10,221 1,616 ― 1,616 ― △ 1,119 △ 1,119 △ 63 10,653

平成18年3月31日　残高

事業年度中の変動額

　　資本準備金取崩額

　　自己株式処分差益取崩額

　　利益準備金取崩額

　　当期純損失

　　自己株式の取得

　　土地再評価差額金取崩額

　　株主資本以外の項目の

　　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成19年3月31日　残高

△ 180

株主資本

　　当事業年度　(自平成18年4月1日　至19年３月31日)

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

 

― 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
評価差額金

3,774 △ 182 3,591 15,367

― 

― 

― 

△ 939

△ 1

△ 730 180 △ 549 △ 549

△ 730 180 △ 549 △ 1,671

3,044 △ 2 3,041 13,695
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重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式         ---- 総平均法による原価法 

その他有価証券   時価のあるもの    ---- 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの  ---- 総平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法                                

       商 品 ・ 貯 蔵 品      ----  最終仕入原価法 

        
３．固定資産の減価償却の方法                                    

有 形 固 定 資 産 ---  スパリゾ－トハワイアンズの施設、ゴルフ事業資産は定額法、それ以外の有

形固定資産については定率法を採用しております。 

無 形 固 定 資 産  ---  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

４．繰延資産の処理方法  --- 社債発行費については、社債の償還までの期間にわたり、定額法により償

却しております。なお、前事業年度以前に発行した社債に係る社債発行費

は、償還期限内または旧商法施行規則に規定する最長期間（3 年）のいず

れか短い期間で均等償却しております。 

  

５．引当金の計上基準              

貸 倒 引 当 金  ---  貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

 賞 与 引 当 金 ---  従業員に対する賞与の支払に備えるため支給見込額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当金  ---  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金  ---  役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく要支給額を計上しております。 

環 境 対 策 引 当金 --- ｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法｣によ

って処理することが義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、

その処理費用見込額を計上しております。 

  
 ６．リース取引の会計処理  --- リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 ７．ヘッジ会計の方法     ---  特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用してお

ります。 

８．消費税等の処理方法    ---  消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

９．連結納税制度の適用  --- 連結納税制度を適用しております。 
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(重要な会計方針の変更) 

 ①貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当事業年度より｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5 号 平成 17 年 12

月 9 日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第 8

号 平成 17 年 12 月 9 日)を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、13,695 百万円であります。 

 

②繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 

 当事業年度より｢繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い｣(実務対応報告第 19 号 平成 18 年 8 月 11 日)

を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比べて、経常利益は 15 百万円増加し、税引前

当期純損失は 15 百万円減少しております。 
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 注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

１．担保に供している資産 １．担保に供している資産 

(1)担保資産 担保資産 

建物          9,537百万円（ 9,420百万円） 建物          9,209百万円（ 9,209百万円） 

       構築物        3,274   （ 3,274   ）                          構築物        3,344   （ 3,344   ） 

土地      162     有価証券      9   

    有価証券     35       投資有価証券  5,985 

    投資有価証券  5,298       計   18,549      （12,554      ） 

    計   18,307      （12,695      ）      

担保付債務 担保付債務 

短期借入金、一年以内に返済予定の長期借 短期借入金、一年以内に返済予定の長期借 

       入金及び長期借入金        入金及び長期借入金 

17,118百万円（11,764 百万円）  20,158百万円（15,138 百万円）  

        物上保証      52         物上保証      46 

計    17,170      （11,764       ） 計    20,205      （15,138       ） 

            

   上記のうち（ ）内書は観光施設財団及びに当該債務

を示しております。 

   上記のうち（ ）内書は観光施設財団及びに当該債務

を示しております。 

  

  

  

 

 (2)一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金

2,130百万円は未特定物件担保留保条項が付されており

ます。 
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

２．偶発債務 

保証債務 

 次の会社の銀行借入等に対する保証 

２．偶発債務 

保証債務 

 次の会社の銀行借入等に対する保証 

㈱常磐製作所 947百万円 

㈱常磐エンジニアリング   231 

計     1,178 
 

㈱常磐製作所 829百万円 

常磐興産ピーシー㈱    54 

計     884 
 

  

３．授権株式数及び発行済株式総数 

    授権株式数  普通株式    

160,000,000株 

        発行済株式総数 普通株式   

72,481,912株 

３．授権株式数及び発行済株式総数 

    授権株式数  普通株式    

160,000,000株 

        発行済株式総数 普通株式   

72,481,912株 

４．自己株式 

   当社が保有する自己株式   

407,162株 

 

４．自己株式 

   当社が保有する自己株式   

417,771株 

 

５．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。 
短期貸付金         1,020百万円 
長期貸付金         2,137 

５．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。 
短期貸付金         2,210百万円 
長期貸付金         2,454 

６.        ────── 

 

６. 当事業年度末日の満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったため、

次の満期手形が当事業年度末日の残高に含まれている。 

   受取手形           55百万円 

   支払手形           113  

７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法

律第34号及び平成13年６月29日公布法律第94号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法

律第34号及び平成13年６月29日公布法律第94号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金

相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布政令

第119号及び平成11年３月31日公布政令第125号）第２条第

５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については第４

号に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調

整を行って算定しております。 

   再評価実施日      平成14年3月31日 

再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布政令

第119号及び平成11年３月31日公布政令第125号）第２条第

５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については第４

号に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調

整を行って算定しております。 

   再評価実施日      平成14年3月31日 

  再評価を行った土地              

  の期末における時価      △0百万円 

  と再評価後の帳簿価 

額との差額       
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

８．消費税等に係る表示 

 未払消費税は、流動負債の「未払金」に含めて表示して

おります。 
 

８．消費税等に係る表示 

 未収消費税は、流動資産の「未収入金」に含めて表示し

ております。 
 

９．配当制限 

 一年以内に返済予定の長期借入金及び長期借入金のうち

2,130百万円については、特定の条件に抵触した場合、借

入人及び貸付人は契約の終了を猶予するための協議を行う

ことになっております。当該条件のうち配当支払に関する

ものは以下のとおりであります。(複数ある場合は、条件

の厳しい方を記載しております。) 

９．         ────── 

(1)各事業年度末及び中間事業年度末の連結貸借対照表に

おける資本の部の金額を前事業年度末(中間事業年度末も

含む)比75％以上、かつ8,739百万円に維持すること。 

 

(2)各事業年度末及び中間事業年度末における貸借対照表

における資本の部の金額を前事業年度末(中間事業年度末

も含む)比75％以上、かつ10,441百万円に維持すること。 

 

(3)各事業年度における連結損益計算書に示される経常損

益が当連結事業年度以降の決算期につき、２期連続して損

失となること。 

 

(4)各事業年度における単体の損益計算書に示される経常

損益が当事業年度以降の決算期につき、２期連続して損失

となること。 

 その他有価証券評価差額金は商法施行規則124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第７条

の２第１項の規定により、配当に充当することが制限され

ております。 

 

 

10.資本の欠損の額は244百万円であります。 10.          ────── 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

(1)販売費 

運賃諸掛    7百万円 

給与賃金  305 

賞与引当金繰入額 43 

広告宣伝費  538 

減価償却費   17 

誘客費  552 
 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

(1)販売費 

給与賃金  282 

賞与引当金繰入額 43 

広告宣伝費  531 

減価償却費   22 

誘客費  574 
 

(2)一般管理費 

給与賃金  117百万円 

賞与引当金繰入額   15 

減価償却費    7 

(2)一般管理費 

給与賃金  115百万円 

賞与引当金繰入額   15 

減価償却費    5 

２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであります。 

建物売却益        305百万円 

土地売却益       3,739  

２．固定資産売却益の主な内訳は次のとおりであります。 

建物売却益          26百万円 

工具器具備品売却益     9 

３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

  建物除却損         16百万円 

構築物除却損        29 

機械装置除却損       20 

工具器具備品除却損     25 

 

３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

  建物除却損       160百万円 

    構築物除却損        58 

機械装置除却損       17 

工具器具備品除却損     36 

４．関係会社に係る注記 

 関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 

４．関係会社に係る注記 

 関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 

営業外収益 

受取配当金       71 百万円 
 

営業外収益 

受取利息         26 百万円 
   受取配当金       68 

特別損失 

 関係会社支援損     61 百万円 

関係会社の財務体質改善のため、関係会社に対して行っ

た、当社所有土地の無償譲渡等であります。 
 

特別損失 

 関係会社支援損   1,054 百万円 

関係会社の財務体質改善のため、関係会社に対して行っ

た債権放棄であります。 
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前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

５．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

５．         ────── 

 

 

用途 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

ホテル 
北海道 

札幌市 
建物 200 

賃貸不動産及

び遊休資産 

福島県いわき

市、茨城県北

茨城市 

土地 317 

賃貸不動産 
東京都荒川

区、立川市 

土地及び

建物等 
747 

 

当社は、事業用資産については事業部門及びエリア別

の単位にて、賃貸不動産及び遊休資産については個々の

物件単位でグルーピングを行なっております。 

  札幌のホテル事業においては、経営環境の悪化によ

り当初想定していた収益を見込めなくなったため、賃貸

不動産及び遊休資産においては、近年の継続的な地価の

下落に伴い、市場価格が帳簿価額に対して著しく下落し

たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,266百万円）として特別損失に計上して

おります。その内訳は、建物860百万円、土地384百万

円、機械装置等21百万円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、不動産鑑定士による不動産鑑定

評価額（ただし、重要性の低い物件は固定資産税評価額

を基礎にした価額等）により算定しております。 

 

 

 

(株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項                         
 

株式の種類 
 

前事業年度末株式数    
（千株） 

当事業年度増加株式数         
（千株） 

当事業年度減少株式数         
（千株） 

当事業年度末株式数          
（千株） 

普通株式（注） 407 10 － 417 

合 計 407 10 － 417 

（注） 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 
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(リース取引の注記)

１．リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
（単位:百万円未満切捨表示）

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

機 械 及 び 装 置 688 500 187 620 506 114

工具、器具及び備
品

183 104 79 141 81 60

そ の 他 285 159 125 264 187 76

合 計 1,157 764 392 1,026 775 251

　　(２)未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 155 百万円 134 百万円
１ 年 超 255 百万円 129 百万円

合　　計 410 百万円 264 百万円

　　(３)当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 206 百万円 162 百万円

減価償却費相当額 192 百万円 150 百万円

支払利息相当額 11 百万円 6 百万円

　　（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております

　　（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　　重要なオペレーティング・リース取引はありません。

　　減損損失について
リース資産に配分された減損損失はありません。

(有価証券関係)

前事業年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)及び
当事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度前事業年度

当事業年度
（平成19年3月31日現在）

当事業年度前事業年度

前事業年度
（平成18年3月31日現在）
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（税効果会計関係）

前事業年度 当事業年度

( 自　平成17年４月 １日至　平成18年３月31日 ) ( 自　平成18年４月 １日至　平成19年３月31日 )

１. １.

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産 繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 852 貸倒引当金損金算入限度超過額 835
賞与引当金繰入額 84 賞与引当金繰入額 91
投資有価証券評価損 1,002 役員退職慰労引当金繰入額 60
投資敷金消却額 153 投資有価証券評価損 1,119
差入保証金消却額 69 投資敷金消却額 153
減価償却超過額 124 差入保証金消却額 69
減損損失 81 減価償却超過額 109
ゴルフ会員権評価損 63 減損損失 81
繰越欠損金 1,458 ゴルフ会員権評価損 63
その他 120 繰越欠損金 1,604
繰延税金資産小計 4,009 その他 95
評価性引当額 △ 4,009 繰延税金資産小計 4,283
繰延税金資産合計 － 評価性引当額 △ 4,283
繰延税金負債 繰延税金資産合計 －
前払年金費用 △ 38 繰延税金負債
子会社株式 △ 1,658 子会社株式 △ 1,579
その他有価証券評価差額金 △ 2,558 その他有価証券評価差額金 △ 1,964
繰延税金負債合計 △ 4,256 繰延税金負債合計 △ 3,544
繰延税金資産(負債)の純額 △ 4,256 繰延税金資産(負債)の純額 △ 3,544

２. ２.

法定実効税率 40.4% 税引前当期純損失が計上されているため記載して
（調　整） おりません。

1.6%

△ 1.2%

住民税均等割額 0.4%

64.1%

　 会社分割による子会社株式調整額 71.7%
その他 △ 0.6%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 176.4%

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳

評価性引当による期末繰延税金資産の
減額修正

交際費等永久に損金に算入されない項
目
受取配当等永久に益金に算入されない
項目

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳
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(1株当たり情報) 

前事業年度 

（自 平成 17年４月１日 

至 平成 18年３月 31日） 

当事業年度 

（自 平成 18年４月１日 

至 平成 19年３月 31日） 

1株当たり純資産額        213円 21銭 

1株当たり当期純損失金額      23円 47銭 

1株当たり純資産額        190円 05銭 

1株当たり当期純損失金額      13円 03銭 

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額に

つきましては、当期純損失を計上したため、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

同   左 

 

(注) 1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 

（自 平成 17年４月１日 

至 平成 18年３月 31日） 

当事業年度 

（自 平成 18年４月１日 

至 平成 19年３月 31日） 

1株当たり当期純損失    

当期純損失       (百万円) 1,691      939      

普通株式に帰属しない金額(百万円) －      －      

普通株式に係る当期純損失(百万円) 1,691      939      

期中平均株式数     (千株) 72,084      72,069           

 

(重要な後発事象) 

前事業年度 

（自 平成 17年４月１日 

至 平成 18年３月 31日） 

当事業年度 

（自 平成 18年４月１日 

至 平成 19年３月 31日） 

該当事項はありません。 同   左 

 

６.その他 

(1)役員の異動 
〔平成 19年 6月 28日付〕 

 昇任 

  専務取締役 社長室長  澤木
さ わ き

 博孝
ひろたか

  （現 常務取締役 社長室長兼 CSR推進室長） 

平成 19年 4月 6日付にて、既に公表しております。 
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